
災害時における市町村支援職員の派遣に関する要領 

（目的） 

第１ この要領は、北海道地域防災計画第７節（広域応援・受援計画）第１（国、道、市町村間の

応援・受援活動）１（市町村に対する応援（受援））の規定に基づき、道内において災害が発生

した、又は発生するおそれがある市町村（以下「被災市町村」という。）との円滑な情報連絡や

災害対策への支援を行うため、道から被災市町村へ派遣する職員に関し、必要な事項を定め

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２ この要領において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

（１） 北海道危機対策支援員  自衛官として危機管理・防災対策に係る業務経験を有し、北海

道危機対策支援員設置要領に基づき任用され、被災市町村において第６の業務を行う職

員をいう。 

（２） 地域支援職員 被災市町村において、第５の業務を行う主幹級以上の職にある職員をいう。 

（３）市町村支援職員 地域支援職員及び北海道危機対策支援員をいう。 

（４）振興局長等 総合振興局長及び振興局長をいう。 

 

（危機管理監及び振興局長等の責務） 

第３ 危機管理監及び振興局長等は、市町村支援職員を通じて被災市町村から要望等があった

ときは、誠実かつ迅速に対応するとともに、市町村支援職員に対し道の災害対策の実施状

況等を積極的に伝達することにより、市町村支援職員の業務を支援しなければならない。 

２ 危機管理監及び振興局長等は、市町村支援職員の健康管理及び安全確保等に十分配慮

しなければならない。 

 

（市町村支援職員の責務） 

第４ 市町村支援職員は、第５又は第６に掲げる業務を行うにあたり、道、市町村及び防災関係

機関と十分な連携を図るとともに、誠実かつ迅速に対応しなればならない。 

２ 市町村支援職員は、自らの健康管理及び安全確保に努めなければならない。 

 

（地域支援職員） 

第５ 地域支援職員の派遣要件及び業務内容は、次のとおりとする。 

  １ 派遣要件 

    被災市町村を管轄する振興局長等は、次のいずれかに該当し、必要と認めたときに、所属

（出先機関を含む）職員の中から地域支援職員を指定し、被災市町村へ派遣する。ただし、

所属（出先機関を含む）職員の中から地域支援職員を派遣することができないときは、他の

振興局長等又は危機管理監は、所属（出先機関を含む）職員の中から地域支援職員を派遣



する。この場合における他の振興局長等との調整は、危機管理監が行う。 

振興局管内の地理的状況を踏まえ、被災市町村近隣の所属の主幹級以上の職を地域支

援職員とし、（総合）振興局から派遣可能な職員リスト（名簿一覧等）を事前に作成する。 

（１）被災市町村から派遣要請があったとき、又は被害の発生を覚知し、派遣することについ

て被災市町村から了解が得られたとき 

（２）被災市町村の被害状況を十分に把握できない等、要請を待つ暇がないとき 

   

２ 業務内容 

地域支援職員は、派遣された被災市町村を管轄する振興局長等の指揮命令のもと被災市

町村において、次の業務を行う。 

（１）被災市町村の被害情報、災害応急対策の実施状況の収集・把握及び道への報告 

（２）道が把握した被害情報、道の災害応急対策の実施状況の被災市町村へ提供 

（３）被災市町村の要望の把握と道への報告 

（４）被災市町村の災害対策本部会議への出席（オブザーバー） 

（５）道との連絡調整 

（６）その他、被災市町村を管轄する振興局長等が必要と認めた業務 

 

（北海道危機対策支援員） 

第６ 北海道危機対策支援員の派遣要件及び業務内容は、次のとおりとする。 

１ 派遣要件 

危機管理監は、次のいずれかに該当し、必要と認めたときに北海道危機対策支援員を被

災市町村へ派遣する。 

（１）被災市町村から派遣要請があったとき、又は被害の発生を覚知し、派遣することについて

被災市町村から了解が得られたとき 

（２）被災市町村が行う災害対策に早急に支援する必要があるなど、要請を待つ暇がないとき 

 

２ 業務内容 

北海道危機対策支援員は、危機管理監の指揮命令のもと被災市町村において、次の業務

を行う。 

（１）被災市町村の被害情報、災害応急対策の実施状況の収集・把握及び道への報告 

（２）道が把握した被害情報、道の災害応急対策の実施状況の被災市町村への提供 

（３）被災市町村の要望の把握と道への報告 

（４）被災市町村の災害対策本部会議への出席（オブザーバー） 

（５）道との連絡調整 

（６）防災関係機関との総合調整 

（７）被災市町村が行う応急対策への助言及び提案 



（８）その他危機管理監が必要と認めた業務 

 

（市町村支援職員の派遣人員） 

第７ 一つの被災市町村に派遣する市町村支援職員は、原則、複数人とし、災害の状況等を勘案

して危機管理監又は振興局長等が判断する。 

  

（市町村支援職員の派遣期間） 

第８ 市町村支援職員の派遣期間は、災害の状況等を勘案して危機管理監又は振興局長等が

判断する。 

 

（費用負担） 

第９ 市町村支援職員の派遣旅費等、その業務に係る経費については、原則、当該職員の所属 

（兼務所属を含む）において、負担する。 

 

（業務上の災害補償） 

第 10 この要領に基づき派遣された市町村支援職員が派遣期間中に行った業務に起因して発生

した疾病等に係る災害補償については、地方職員災害補償法の定めるところによる。 

 ２ 前項に係る手続きは、当該職員の所属において行う。 

 

（研修等） 

第 11 危機管理監及び振興局長等は、第５又は第６に掲げる業務を円滑に行うため、市町村支 

援職員に対し、業務に必要な知識や技術に関する研修を実施する。 

 

（身分の取り扱い） 

第 12 派遣は、出張扱いとする。 

 

（その他） 

第 13 この要領に定めのない事項に関しては、別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成２８年５月１１日から施行する。 

この要領は、平成２９年６月３０日から施行する。 

この要領は、令和８年５月１日から施行する。 


